
令和 6 年 3 月

令和 6 年度 令和 15 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,278 円 3,813 円

3,278 円 3,799 円

3,278 円 3,379 円

処 理 区 数

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

23.23人/ha

２箇所
①会地浄化センター（会地処理区）
②昼神浄化センター（昼神処理区）

無し

２処理区
①会地処理区：平成14年度供用開始
②昼神処理区：平成8年度供用開始

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

未実施

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和２年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和２年度

一般家庭用や業務用等で区分せず、一律の使用料体系としています。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

■一般家庭用や業務用等で区分せずに、一律の下水道使用料体系を採用しています。
■基本使用料と、水量に応じて使用料が加算される従量使用料による二部使用料制を併用しています。
■水量が多いほど単価が高くなる累進性を採用しています。
■現行の使用料体系は平成28年4月に改定。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

令和３年度 令和３年度

令和４年度 令和４年度

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

令和４年４月１日法適用
（財務規程等の一部適用）

阿智村特定環境保全公共下水道事業経営戦略

平成８年度
（27年経過）

長野県下伊那郡阿智村

特定環境保全公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

～計 画 期 間 ：













５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

６． 経費回収率向上に向けたロードマップ

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

①経営戦略の進捗管理
■毎年度、決算確定後に投資・財政計画と実績の比較を行い、計画と乖離がないか検証を行いま
す。
■計画と大きな乖離が生じる場合は、その原因を分析し、事項に示す経営戦略の見直しに反映さ
せます。

②経営戦略の見直し
　今後の事業計画の見直しやストックマネジメント計画、本経営戦略の進捗状況を踏まえ、本経営
戦略から３～５年後の令和8～10年度の間に経営戦略の見直しを行います。
　また、その際には社会情勢や財政状況等を考慮し、下水道使用料の改定の必要性について検
討します。

経 営 目 標

　経費回収率向上にむけた目標値を以下のとおり設定します。

１．経費回収率
　令和５年度は一時的な委託業務により支出が増加し、経費回収率が悪化していますが、令和７
年度に５％の下水道使用料改定を予定しており、改定により経費回収率は100％に達する見通し
です。経営戦略における目標として令和７年度の改定後、経費回収率100％の維持を目標としま
す。

２．水洗化率
　水洗化率は現状で97％と高い数値ではありますが、令和15年度に水洗化率99％を目標として設
定し、引き続き広報活動及び接続促進を行い、水洗化率向上に努めます。

収 入 増 加 及 び 支 出 削 減 の た め の
具 体 的 取 組 及 び 実 施 時 期

１．収入増加に向けた取り組み
　維持管理費は概ね使用料収入で賄うことができていますが、企業債償還金が大きいことや今後
の人口減少に起因した資金不足に対応するため、令和７年度に使用料改定を予定しています。令
和７年度以降については、農業集落排水事業を含め下水道事業全体の経営状況の動向に注視
し、３～５年毎に経営戦略の見直しと併せて、使用料改定の必要性について検証を行います。

２．支出削減に向けた取り組み
　令和５年度に策定したストックマネジメント計画の試算の結果、年間の施設更新費を約112百万
円/年 削減することができました。令和６年度以降は、同計画に基づいて施設更新費や修繕費の
削減を図るとともに、設備更新時に高効率の設備を積極的に導入し、動力費等の維持管理費の
削減を図ります。

R5
（現状）

R10
（目標）

R15
（目標）

74% 100% 100%

97% 98% 99%

経営指標

経費回収率

水洗化率

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

経営戦略の見直し

下水道使用料の改定の必要性を
検証

下水道使用料の改定
●

（予定）

効率的な設備への更新による維
持管理費の削減

ストックマネジメント計画に基づ
く施設更新費や修繕費の削減

収入増加
に向けた
取組

支出削減
に向けた
取組

必要に応じて

実施中

実施中






